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非該当

事業の目的 最終的
交通事故により災害をうけた市民を救済するために事
業を実施することで、住民福祉の増進に寄与します。

今年度 制度の周知、加入促進に努めます。

活動内容
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課　　名 社会福祉課 係　　名 社会福祉係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 一部委託 実施計画

制度の周知、加入促進

加入者情報、掛金に関する事務

見舞金請求に関する事務

成果指標

公的関与

089-964-4406 メールアドレス syakaifukushi@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし事業区分

事業の対象 市民 根拠法令 愛媛県市町総合事務組合交通災害共済条例

総合計画 政策目標 第２章 みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ６ 社会保障の充実

006 1001 事務事業名 交通災害共済事業 細事務事業名 交通災害共済事務

主要施策

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

加入率
年度末
加入者数/人口
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加入率（組加入）
年度末
加入者数 / 人口
（組加入）　（組加入）
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加入率（組未加入）
年度末
加入者数 / 人口
（組未加入）　（組未加入）
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予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 324 316 313

一般財源 57 77 104

計(Ａ) 381 393 417

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.208 1,258 0.208 1,268 0.208 1,251

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 1,639 1,661 1,668
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一次評価者 社会福祉係
総　合
評価点

Ｄ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

交通事故被災者への救済措置を行うことが、相互扶助の精神からも必要なことですが、加入率は低下しており、特に組未加入世帯の加入率が低
いことから、更なる広報の方法を検討し加入促進を続ける必要があります。また一方で、制度の必要性を見極め、継続または廃止を検討する必要
もあります。

効率性
平成２０年度に掛金引き上げ等の制度の見直しを行ったため、運営状況がやや改善されましたが、より安定した運営のために運営方法の検討、
改善をする必要があります。

改　革
計　画

広報誌や市ホームページ、とうおんメールで複数回周知をし、加入申込書及びパンフレットを各戸配布しています。組未加入世帯への加入申込
書郵送時にもパンフレットを同封し、制度の周知を図りました。更に広報の方法を検討し、加入促進を続けます。

今後の方向性 方法改善達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

全戸配布等、周知の強化を図っていますが、加入率の増加には繋がっていませんので、引き続き周知の徹底を図るとともに、制度の
継続、廃止について検討を進めてください。

二次評価者 社会福祉課長
総　合
評価点

Ｄ 必要性 有効性

今後の方向性 方法改善

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

多種の民間保険制度が充実しており、公共の共済制度の必要性が低下してきています。一方、高齢者や子供等、民間の保険に加入していない
方については必要性が認められるため、ニーズを把握し、継続または廃止の判断の必要があります。

有効性 民間の保険に加入していない方や、治療が長期にわたる方等を救済する制度としては意義があります。

達成度 加入率が低下しており、今後も広報の方法等を検討し、加入促進を続けていく必要があります。

必要性
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